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令和５年３月１３日 

 
建 設 業 団 体 の 長 殿 

 
                                                     

国土交通省不動産・建設経済局建設業課長  
                                    
 

資源有効利用促進法省令の改正及び 
ストックヤード運営事業者登録規程について 

 
 
 日頃より、建設業行政に格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 
令和４年 10 月 11 日付け、事務連絡「資源有効利用促進法政省令の改正について」

にて周知をいたしました措置に加えて、この度、資源有効利用促進法省令の更なる改

正及びストックヤード運営事業者登録規程の創設をいたしましたので周知いたしま

す。 
貴団体におかれましては、貴団体傘下の建設業者に対して周知いただくとともに、

貴団体傘下の建設業者から、関係のあるストックヤード等へストックヤード運営事業

者登録規程を周知いただくよう、格段のご配慮を賜りたく、お願い申し上げます。 
 なお、今回の主な改正概要等につきましては、別紙のとおりです。 
 
 
【別紙１】資源有効利用促進法省令の改正及びストックヤード運営事業者登録規程について（概要） 
【別紙２】建設発生土から発生する土の搬出先の明確化等 
【別紙３】「資源有効利用促進法」を知っていますか？令和 5 年 3 月版（建設業者向けチラシ） 
【別紙４】ストックヤードの登録制度をご利用ください（ストックヤード業者向けチラシ）  
【別紙５】建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に 

関する判断の基準となるべき事項を定める省令及び建設業に属する事業を 
行う者の再生資源の利用に関する判断の基準ろ成るべき事項を定める省令 
の一部を改正する省令（令和５年国土交通省令第６号） 

【別紙６】ストックヤード運営事業者登録規程（令和５年国土交通省告示第 157 号） 
 
                                     

 



資源有効利用促進法省令の改正及び 

ストックヤード運営事業者登録規程について（概要） 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 

不動産・建設経済局建設業課 

 

○施行日について 

公布：令和５年３月３日 

施行：(１)(①ⅲを除く。)、(２)、(３)(第11条第４項を除く。) 

…令和５年５月２６日 

    (１)(①ⅲに限る。)、(３)(第11条第４項に限る。) 

…令和６年６月１日 

 

○改正内容等について 

（１）建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判 

断の基準となるべき事項を定める省令（指定副産物省令）の一部改正 

①建設発生土の搬出先に対する受領書の交付請求等（新設） 

ⅰ．元請業者等は、建設発生土を計画に記載した搬出先へ搬出したときは、速やかに、

当該搬出先の管理者（当該搬出先が工事現場である場合にあっては、当該工事現場

に係る元請業者等）に対し、以下の事項を記載した受領書（電磁的記録も可）の交

付を求めるものとする。 

a.搬出先の名称（搬出先が工事現場の場合は建設工事の名称）及び所在地 

b.搬出先の管理者の商号、名称又は氏名 

c.搬出元（搬出元が工事現場の場合は建設工事の名称）の名称及び所在地 

d.建設発生土の搬出量  

e.建設発生土の搬出先への搬出が完了した日 

ⅱ．元請業者等は、受領書の交付の求めを行った場合において、搬出先から受領書の

交付を受けたときは、受領書に記載された搬出先の名称及び所在地が計画と一致す

ることを確認するとともに、当該受領書又はその写しを計画を作成した建設工事の

完成日から５年を経過する日まで保存するものとする。 

ⅲ．元請業者等は、建設発生土が計画に記載した搬出先（a.～c.に該当する搬出先を

除く。）から他の搬出先へ搬出されたときは、速やかに、当該他の搬出先に関する

ⅰ.a.～e.の事項を記載した書面（電磁的記録も可）を作成するとともに、当該書

面を計画を作成した建設工事の完成日から５年を経過する日まで保存するものと

する。建設発生土が更に他の搬出先へ搬出されたときも、同様とする。 

a.国又は地方公共団体が管理する場所その他の公共性のある場所であって国土交

通大臣が定めるもの 

b.建設発生土を利用しようとする他の工事現場（建設工事を施工する予定の場所を

除く。）及び当該他の工事現場で利用するために建設発生土を一時的に堆積する

当該他の工事現場に近接した場所 

c.建設発生土の一時置場（建設発生土を再資源化施設、他の工事現場その他の建設

発生土の搬出先に搬出するまでの間一時的に保管するための場所をいう。）のう

ち国土交通大臣が定めるもの（（３）「ストックヤード運営事業者登録規程」に

よる登録を受けたストックヤード運営事業者が運営するストックヤード） 
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②建設発生土の搬出に関する関係法令の手続の確認（新設） 

ⅰ．元請業者等は、500㎥以上の建設発生土を搬出する建設工事において計画を作成

しようとするときは、あらかじめ以下の事項を確認した上で計画を作成するとと

もに、その確認の結果を記載した書面（電磁的記録も可）を作成するものとする 

a.工事現場内の土地の掘削その他の土地の形質の変更が土壌汚染対策法（平成14

年法律第53号）第３条第７項又は第４条第１項の規定による届出を要する場合

にあっては、当該届出がされていること 

b.再生資源利用促進計画に記載しようとする搬出先における建設発生土の搬入に

係る行為に関する以下の事項 

・当該行為が宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第55号）に

よる改正後の宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第12条

第１項、第16条第１項、第30条第１項又は第35条第１項の規定による許可を要

する場合にあっては、当該許可を受けていること 

・当該行為が同法第21条第１項、第27条第１項、第28条第１項又は第40条第１項

の規定による届出を要する場合にあっては、当該届出がされていること 

c.再生資源利用促進計画に記載しようとする搬出先が適正であることを確認する

ために必要な事項その他の建設発生土の搬出に関する事項 

   ⅱ．元請業者等は、500㎥以上の建設発生土を搬出する建設工事において計画を作成

したときは、建設発生土を運搬する者に対し、建設発生土の搬出先の名称・所在

地及び搬出量並びにⅰ．により作成した書面の内容を通知するものとする。これ

らの内容に変更があったときも、同様とする。 

   ⅲ．ⅰ．により作成した書面は計画の一部として、計画本体と同様、作成時に発注

者へ提出及び報告、内容の変更時に発注者へ報告するものとし、現場掲示により

公衆の閲覧に供するほか、計画を作成した工事の完成後５年を経過する日まで保

存するものとする。 

 

（２）建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事 

項を定める省令（再生資源省令）の一部改正 

・建設発生土の搬出元に対する受領書の交付（新設） 

元請業者等は、建設発生土を再生資源利用計画に記載した搬入元から搬入したとき 

は、搬入元の管理者（搬入元が工事現場の場合は当該工事現場に係る元請業者等）に 

対し、速やかに、（１）①ⅰ．a.～e.の事項を記載した受領書を交付するものとする。 

 

（３）「ストックヤード運営事業者登録規程」の新設 

ストックヤード（再び搬出することを目的に、外部から搬入された土砂を一時的に堆

積する場所）を運営する事業者を国土交通大臣が登録し、その登録を受けた事業者に、

元請業者等と同様、土砂の搬出先の確認や受領書の交付等を求める。 

  

（４）経過措置 

   (１)(①ⅲ．を除く。)、（２）の改正は、施行日（令和５年５月２６日）以降に新た 

に請負契約を締結する建設工事に適用し、同日前に請負契約を締結した建設工事につ 

いては、なお従前の例によることとする。 

   (１)①ⅲ．及びの改正は、施行日（令和６年６月１日）以降に新たに請負契 

約を締結する建設工事に適用し、同日前に請負契約を締結した建設工事については、 

なお従前の例によることとする。 

 

 

以上 



建設工事から発生する土の搬出先の明確化等

建設発生土

廃棄物 ・・・廃掃法に基づき適正に処理

廃棄物を分別した土

資源有効利用促進法※
に基づき再生資源として利用

指定利用等の徹底
○ 全ての公共工事発注者に指定利用等の原則実施を要請 ⇒  処分費の積算への計上を徹底

○ 継続的に大規模な建設工事を発注している民間工事発注者には、指定利用等の実施や、
それが困難な場合でも元請業者により適正処理が行われることを確認するよう求める

【指定利用等の取組状況】

分
別

建設工事から発生する土

※資源有効利用促進法は、使用済物品や副産物（建設発生土も対象）の発生抑制及び再生資源等の利用促進に関して所要の措置を講じるもの。

廃棄物混じり土建設工事から
発生する土 他工事利用

残土処分場

建設発生土の計画制度の強化
【現行制度】資源有効利用促進法により元請業者に対し、搬出先(他の工事現場、残土処分場等)等

を記載した再生資源利用促進計画書の作成・保存を義務付け

○ 計画書の作成対象工事の拡大（土砂1,000㎥ →500㎥）、保存期間の延長（１年→５年） 、
発注者への報告と建設現場への掲示を義務化【省令改正：R4.9.2公布、R5.1.1施行】

※併せて事業所等への立入検査等の対象事業者を拡大し、チェック機能を強化
【政令改正：R4.8.30閣議決定、R4.9.2公布、R5.1.1施行】

○ 搬出先の盛土規制法の許可の事前確認及び搬出後の土砂受領書等の確認を義務化
【省令改正：盛土規制法の施行に合わせ施行(R5.5.26) 】

ストックヤード運営事業者の登録制度の創設により、ストックヤードからの搬出先を明確化
【告示：盛土規制法の施行に合わせ施行(R5.5.26) 】

他工事利用
請負会社 ：●●株式会社
工事所在地：●●市●●町●●
建設発生土：●●●● ㎥
搬出先 ：●●工事 ●●● ㎥

●●処分場 ●●● ㎥
ｺﾝｸﾘｰﾄ ：・・・・・・・・・・
ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ： ・・・・・・・・
木材 ：・・・・・・・・・・

計画書

【再生資源利用促進計画書】
（イメージ）

国 ：99％
都道府県：88％ 政令市：77％
市区町村(政令市除く)    ：69％

○ 厳格な盛土許可制 ○ 不法盛土の監視強化（許可地一覧の公表・現地掲示）
○ 盛土許可違反の建設業者への処分

新たな法制度等
（盛土規制法等）

・・・

※写真はイメージ

※H30建設副産物実態調査結果(土量ベース）
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ストックヤード運営事業者の登録制度（大臣登録）

元請 ・最終処分
・リサイクル

ストックヤード

不法投棄

資源有効利用促進法
（省令改正（第２弾））

盛土規制法
（法改正）

受領書

盛土規制法の施行にあわせ、資源有効利用促進法の省令改正（令和４年度第２弾）及びストックヤードに関する新たな登録制度を創設する。
【目的】・ストックヤードに搬入された場合でも、適正な処分等がされること

・優良なストックヤード等の育成により、発生土のリサイクルを促進すること

ストックヤード運営事業者の登録制度
（告示）

・適正な搬出先であることの確認
・受領書による確認
・最終搬出先までの確認義務※

・最終処分
・リサイクル

・指定利用等
・受領書
・指定利用等
・受領書

発注者 ・指定利用等
・処理費用の適正な負担

入契法適正化指針改正（閣議決定）
標準約款改正（中建審決定・勧告）

・ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者による指定利用等
・受領書による確認
・年間の搬出入先の報告

・危険な盛土行為を規制

ストックヤード

年間の搬出入先の報告

・最終処分
・リサイクル

［処分場等へ直接搬出］［処分場等へ直接搬出］

盛
土
規
制
法
許
可
等
の
確
認

［登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］［登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］

［非登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］［非登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］

最終搬出先まで確認義務※

受領書

※R6.6.1に施行※R6.6.1に施行

・省令第２弾、ストックヤード運営事業者登録制度ともに、
盛土規制法の施行に合わせR5.5.26施行
・ただし、最終搬出先までの確認義務は、R6.6.1施行

資源有効利用促進法 省令改正（第二弾）等について
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資源有効利用促進法 省令改正（第二弾）の概要

建設工事の受注者及び発注者は、再生資源を利用するよう努めるとともに、自らの工事で発生した建設副
産物が再生資源として利用されるよう努めなければならない。
主務大臣は、再生資源の利用促進に関する判断の基準を定め、基準に照らして著しく取組が不十分な一定
規模以上の事業者に対し、立入検査・勧告・命令を行うことが可能。

⇒主に不適正処理防止の観点から省令を改正し、新設するｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ運営事業者登録制度とあわせ、
計画制度を強化。

（１）適正な搬出先への確実な搬出
・元請業者は事前に当該工事の搬出先が盛土規制法の許可地であるか等を確認し、結果を再生資
源利用促進計画の添付資料（確認結果票）として現場掲示

・元請業者は搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認、受領書の写しを５年間保存
・元請業者は搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③の場合を除
く）には、上記と同様に最終搬出先まで確認した書面を作成し、５年間保存
①国又は地方公共団体が管理する場所
②他工事利用の場合であって当該建設工事の現場等
③ストックヤードのうち国土交通大臣の登録を受けた場所

（２）土壌汚染対策法への対応
・元請業者は発注者の土壌汚染対策法等の手続状況を確認
・確認結果を（１）と同様に現場掲示

資源有効利用促進法について

◇適正な搬出先への確実な搬出等【省令改正（第２弾）】

注）令和５年１月１日施行の政省令改正を実施済み（第一弾）
（再生資源利用促進計画の作成対象の拡大、同計画の発注者への説明、現場掲示の義務化等）

（１）（２）を盛土規制法の施行に
合わせ令和５年５月２６日施行、
ただし、（※）については、ストック
ヤード事業者の登録期間を１年
間設け令和６年６月１日から施行

※
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ストックヤード運営事業者登録制度の概要

●資源有効利用促進法省令改正（第２弾）と連携し、ストックヤード運営事業者を国に登録する制度を創設

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ運営事業者の登録制度について

②登録の拒否要件
・破産者、禁固刑を終え５年以内の者、不正又は不誠実な行為をするおそれのある者、暴力団等の関与がある者 など
・登録取消し後５年以内の者や盛土規制法などの法令による是正命令等を受けている者 など

④登録した事業者に対する国の対応等
国は、ストックヤード運営事業の適正な運営を確保するため登録業者に対して以下の対応を実施
①業務に関する報告又は資料提出の請求
②業務に関する不正・不誠実行為等に対する勧告等
③不正登録や虚偽報告、上記勧告等の無視、盛土規制法などの法令による勧告や改善命令を受けた場合等における登録取消し

⑤発生土のリサイクルの促進
・国はストックヤード運営事業者のリストを公表。その際、搬入・搬出する土の種類、連絡先等を掲載

③登録した業者の業務
・ストックヤードから土砂を搬出する場合、事前に搬出先が盛土規制法の許可地であるか等を確認した書面を作成、また、搬出後に
搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認

・上記の搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③の場合を除く）には、最終搬出先までの搬出先を確
認した書面を作成
①国又は地方公共団体が管理する場所
②他工事利用の場合であって当該建設工事の現場等
③登録ストックヤード

・ストックヤードの土砂の搬出入管理及び記録の保存を行い､事業年度ごとに管理状況年報を国に報告 など
・ストックヤードに土砂が搬入された場合、搬入元に受領書を交付

①ストックヤード運営事業者の登録制度創設の目的
ストックヤードに搬入された建設発生土の適正処理に資するため、適正処理の観点で一定の要件を満たすストックヤード運営事業者を国に
登録する制度を創設。これにより、優良なストックヤード運営事業者を育成し、建設発生土の適正処理及びリサイクルを促進する。

※
※ 本項目は令和６年６月１日から施行

※登録の事務は、各地方整備局建政部建設産業課等が担当

4



「資源有効利用促進法」を知っていますか？
「資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律」では、建設工事の発注者及び受注

者に建設副産物の発生抑制と再利用の促進に努めることを求めています。

（１）発注者、事業者の責務（発注者、元請及び下請企業）
原材料の使用の合理化や再生資源の利用に努める
・資源有効利用促進法では発注者及び受注者に対して、原材料の使用の合理化や再生資源の利用に
努めることを求めています。

（２）契約の際に実施すること（元請及び下請企業）
指定副産物の処理に要する経費の見積りを適切に行う
・元請及び下請企業は、請負契約を締結するに際して、運搬費その他指定副産物の処理に要する経費
の見積りを適切に行うよう努めることとなっています。

（３）施工前に実施すること（元請企業）
再生資源利用促進計画・再生資源利用計画（以下、計画）の作成等
・元請企業は一定規模以上※１の工事を施工する場合、計画（確認結果票※２を含む(以下、同じ)）
を作成し、発注者へ提出、説明のうえ工事現場の公衆の見えやすい場所へ掲示することとなっています。

・元請企業は建設発生土を搬出する場合、確認結果票を作成することとなっています。
①建設発生土の搬出先が盛土規制法の許可地であるなど適正であることの確認
②発注者等が行った土壌汚染対策法等の手続状況等の確認(発注者等は元請企業に手続状況を説明)
・また、作成した計画を運送事業者に通知することとなっています。
・なお、工事現場において責任者を置くことにより管理体制を整備し同計画の事務を適切に行うことと
なっています。

（４）建設発生土の搬出後又は受入後に実施すること（元請企業）
１）搬出先の受領書の確認及び保管等
・元請企業は、建設発生土を搬出先へ搬出したときは、速やかに搬出先の管理者に受領書の交付を求め搬
出先が計画と一致することを確認するとともに、受領書の写しを保存※３することとなっています。
２）建設発生土の受入後の受領書交付
・元請企業は、建設発生土を他の建設工事やストックヤードから受入れたときは、搬入元に受領書を交付
することとなっています。

（５）建設工事の竣工後に実施すること（元請企業）
１）計画の実施状況の記録・保存等
・元請企業は、計画の実施状況を把握して記録、保存※３し、
また、発注者から請求があったときは、計画の実施状況を発注者に報告することとなっています。
２）建設発生土の最終搬出先の記録の作成・保存
・元請企業は建設発生土が計画に記載した搬出先（次の①から④を除く）から他の搬出先へ搬出された
ときは、速やかに当該搬出先の搬出先の名称や所在地、搬出量等を記載した書面※４を作成し、保存※３
することとなっており、更に他の搬出先へ搬出されたときも同様となっています。
①国又は地方公共団体が管理する場所（当該管理者が受領書を交付するもの）
②他の建設現場で利用する場合
③ストックヤード運営事業者登録規程により国に登録されたストックヤード
④土砂処分場（盛土利用等し再搬出しないもの）

（令和５年３月版）不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

○政省令の一部改正（第一弾） (公布：R４.９.２／施行：R５.１.１)
○省令の一部改正（第二弾） (公布：R５.３.３／施行 R５.５.２６（（５）２）はR６.６.１施行） 【 下線部 が第二弾改正点】

施行日以降に新たに契約した公共及び民間建設工事が対象

※3 保存期間は、建設工事の完了日から５年間
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計画を作成しなければならない工事 計画に定める内容

次のような指定副産物を搬出する工事
１．土砂 …… ５００m３以上

（改正前は1,000m３）

２．Co塊
As塊 …… 合計２００ｔ以上
建設発生木材

１．指定副産物の種類ごとの搬出量

２．指定副産物の種類ごとの再資源化施設又は他の工事
現場等への搬出量

３．その他、建設副産物に係る再生資源の利用の促進に
関する事項

計画を作成しなければならない工事 計画に定める内容

次のような建設資材を搬入する工事
１．土砂 …… ５００m３ 以上

（改正前は1,000m３）

２．砕石 …… ５００ｔ 以上
３．加熱アスファルト混合物…… ２００ｔ 以上

１．建設資材ごとの利用量
２．利用量のうち再生資源の種類ごとの利用量
３．その他、再生資源の利用に関する事項

《再生資源利用促進計画（建設副産物を搬出する際の計画）》

《再生資源利用計画（再生資材を利用する際の計画）》

※１ 計画の作成を要する一定規模以上の工事

不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

以下の参考様式は国土交通省のホームページを参照ください。
※２ 計画書及び確認結果票
※４ 建設発生土の最終搬出までの搬出先の名称や所在地等を記載した書面

「建設発生土の搬出先計画制度」で検索 （令和５年３月末公開予定）
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugy
o_const_fr1_000001_00041.html



不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

〇登録申請可能なストックヤードの種類等
登録可能なストックヤードは、再び搬出することを目的に、外部から搬出された土砂を一時的に
堆積する場所であって、ストックヤード及び土質改良プラント、自社の資材置き場等が含まれま
す。なお、営利・非営利の別は問いません。

○ストックヤードを国に登録するメリット
・資源有効利用促進法省令では、元請業者は500㎥以上の土砂を搬出する建設工事において、計画
を作成することとしています。元請業者は搬出計画を作成した場合は、最終搬出先まで確認する
ことが義務付けられます。その為、元請業者は、土砂が混合しないよう搬入元別に区分管理する
非登録ストックヤードか、登録ストックヤードのいずれかを選択する必要があります。
登録ストックヤードは最終搬出先までの確認主体となるため、搬入元別に土砂を区分管理する必
要がありません。

○登録ストックヤード運営事業者の業務
・ストックヤードから土砂を搬出する場合、事前に搬出先が盛土規制法の許可地であるか等を確認
した書面を作成、また、搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認
・上記搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③④の場合を除く）には、
最終搬出先までの搬出先を確認した書面を作成
①国又は地方公共団体が管理する場所
②他工事利用の場合であって当該建設工事の現場等
③登録ストックヤード
④土砂処分場（再搬出を前提としないもの）
・ストックヤードの土砂の搬出入管理及び記録の保存を行い、事業年度ごとに管理状況年報を国に
報告 等

○ストックヤード運営事業者の登録申請方法
電子メールにて管轄の地方整備局等へ申請ください。
【申請様式及び申請先については国土交通省のホームページを参照】※令和５年３月末公開予定

「ストックヤード運営事業者登録制度」で検索
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_000001_00042.html

ストックヤードの登録制度をご利用ください
建設発生土の適正処理の観点から資源有効利用促進法省令改正（令和５年３月３

日公布）と連携し、一定の要件を満たすストックヤード運営事業者を国に登録する
制度を創設しました。これにより、優良なストックヤード運営事業者を育成し、建
設発生土の適正処理及びリサイクルを推進します。

元
請

・最終処分
・リサイクル登録ストックヤード受領書

・最終処分
・リサイクル

非登録ストックヤード

盛
土
規
制
法
許
可
等

の
確
認

元請が最終搬出先まで確認

・指定利用等
・受領書

受領書 受領書

ストックヤードを経由した場合の建設発生土の最終搬出先確認主体

元請の搬出先確認 登録ストックヤードが搬出先を確認し、国に管理状況年報を報告

○登録制度（R5.5.26受付開始）
○元請の最終搬出先確認義務（R6.6.1施行）

tanaka-i2kt
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○
国
土
交
通
省
令
第
六
号

資
源
の
有
効
な
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
三
十
四
条

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利
用
の
促
進
に
関

す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
及
び
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
再
生
資
源
の
利
用
に
関

す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
三
日

国
土
交
通
大
臣

斉
藤

鉄
夫

建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と

な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
及
び
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
再
生
資
源
の
利
用
に
関
す
る
判
断
の

基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と
な

る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
判
断
の
基
準

と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
（
平
成
三
年
建
設
省
令
第
二
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
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二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規

定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応

す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

第
六
条

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
建
設
発
生
土
を
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に

（
新
設
）

よ
り
作
成
し
た
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
記
載
し
た
搬
出
先
へ
搬
出
し
た
と
き

は
、
速
や
か
に
、
当
該
搬
出
先
の
管
理
者
（
当
該
搬
出
先
が
工
事
現
場
で
あ
る
場

合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
工
事
現
場
に
係
る
元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
。
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
受
領
書
（
当
該

事
項
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚

に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電

子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
第
三
項
及
び
第
八

条
第
八
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
交
付
を
求

め
る
も
の
と
す
る
。

一

建
設
発
生
土
の
搬
出
先
の
名
称
（
搬
出
先
が
工
事
現
場
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
。
第
八
条
第
二
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び

所
在
地

二

建
設
発
生
土
の
搬
出
先
の
管
理
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

三

建
設
発
生
土
の
搬
出
元
の
名
称
（
搬
出
元
が
工
事
現
場
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
）
及
び
所
在
地

四

建
設
発
生
土
の
搬
出
量

五

建
設
発
生
土
の
搬
出
先
へ
の
搬
出
が
完
了
し
た
日

２

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
求
め
を
行
っ
た
場

合
に
お
い
て
、
搬
出
先
か
ら
受
領
書
の
交
付
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
受
領
書
に

記
載
さ
れ
た
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
が
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
記
載
し

た
内
容
と
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
当
該
受
領
書
又
は
そ
の
写
し

を
当
該
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
係
る
建
設
工
事
の
完
成
日
か
ら
五
年
を
経
過

す
る
日
ま
で
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

３

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
建
設
発
生
土
が
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
記

載
し
た
搬
出
先
（
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
搬
出
先
を
除
く
。
）
か
ら

他
の
搬
出
先
へ
搬
出
さ
れ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
他
の
搬
出
先
へ
の
搬
出
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に
関
す
る
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
（
そ
の
作
成
に
代
え
て

電
磁
的
記
録
を
作
成
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
以
下
同
じ

。
）
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、
当
該
書
面
を
当
該
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
係

る
建
設
工
事
の
完
成
日
か
ら
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

建
設
発
生
土
が
更
に
他
の
搬
出
先
へ
搬
出
さ
れ
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

一

国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
管
理
す
る
場
所
そ
の
他
の
公
共
性
の
あ
る
場
所
で

あ
っ
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
も
の

二

建
設
発
生
土
を
利
用
し
よ
う
と
す
る
他
の
工
事
現
場
又
は
当
該
他
の
工
事
現

場
で
利
用
す
る
た
め
に
建
設
発
生
土
を
一
時
的
に
堆
積
す
る
当
該
他
の
工
事
現

場
に
近
接
し
た
場
所

三

建
設
発
生
土
の
一
時
置
場
（
建
設
発
生
土
を
再
資
源
化
施
設
、
他
の
工
事
現

場
そ
の
他
の
建
設
発
生
土
の
搬
出
先
に
搬
出
す
る
ま
で
の
間
一
時
的
に
保
管
す

る
た
め
の
場
所
を
い
う
。
）
の
う
ち
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
も
の

第
七
条

（
略
）

第
六
条

（
略
）

（
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
の
作
成
等
）

（
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
の
作
成
等
）

第
八
条

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
指
定

第
七
条

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
指
定

副
産
物
を
工
事
現
場
か
ら
搬
出
す
る
建
設
工
事
を
施
工
す
る
場
合
に
お
い
て
、
あ

副
産
物
を
工
事
現
場
か
ら
搬
出
す
る
建
設
工
事
を
施
工
す
る
場
合
に
お
い
て
、
あ

ら
か
じ
め
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

ら
か
じ
め
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
作
成
す
る
も
の
と
し
、
発
注
者
か
ら
直
接

建
設
工
事
を
請
け
負
っ
た
建
設
工
事
事
業
者
は
、
当
該
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画

の
作
成
後
速
や
か
に
、
発
注
者
に
当
該
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
提
出
す
る
と

と
も
に
そ
の
内
容
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

２

再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る

２

再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る

。

。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

第
九
条
の
規
定
に
よ
り
工
事
現
場
に
置
く
責
任
者
の
氏
名

二

第
八
条
の
規
定
に
よ
り
工
事
現
場
に
置
く
責
任
者
の
氏
名

三

指
定
副
産
物
の
種
類
ご
と
の
工
事
現
場
内
に
お
け
る
利
用
量
及
び
再
資
源
化

三

指
定
副
産
物
の
種
類
ご
と
の
工
事
現
場
内
に
お
け
る
利
用
量
及
び
再
資
源
化

施
設
、
他
の
工
事
現
場
そ
の
他
の
指
定
副
産
物
の
搬
出
先
へ
の
搬
出
量

施
設
又
は
他
の
工
事
現
場
等
へ
の
搬
出
量
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四

指
定
副
産
物
の
種
類
ご
と
の
搬
出
先
の
名
称
及
び
所
在
地

四

指
定
副
産
物
の
種
類
ご
と
の
搬
出
先
の
名
称
（
搬
出
先
が
他
の
工
事
現
場
で

あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
）
及
び
所
在
地

五
～
七

（
略
）

五
～
七

（
略
）

３

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
第
一
項
第
一
号
に
該
当
す
る
指
定
副
産
物
を
工

（
新
設
）

事
現
場
か
ら
搬
出
す
る
建
設
工
事
を
施
工
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め

次
に
掲
げ
る
事
項
を
確
認
し
た
上
で
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
作
成
す
る
も
の

と
す
る
。

一

工
事
現
場
内
の
土
地
の
掘
削
そ
の
他
の
土
地
の
形
質
の
変
更
が
土
壌
汚
染
対

策
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
三
条
第
七
項
又
は
第
四
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
届
出
を
要
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
届
出
が
さ
れ
て
い
る

こ
と

二

再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
記
載
し
よ
う
と
す
る
搬
出
先
に
お
け
る
建
設
発

生
土
の
搬
入
に
係
る
行
為
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

当
該
行
為
が
宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律

第
百
九
十
一
号
）
第
十
二
条
第
一
項
、
第
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
一

項
又
は
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
要
す
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
当
該
許
可
を
受
け
て
い
る
こ
と

ロ

当
該
行
為
が
宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
第
二
十
一
条
第
一
項
、

第
二
十
七
条
第
一
項
、
第
二
十
八
条
第
一
項
又
は
第
四
十
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
る
届
出
を
要
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
届
出
が
さ
れ
て
い
る
こ
と

三

前
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
に
記
載
し
よ
う

と
す
る
搬
出
先
が
適
正
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
そ
の
他

の
建
設
発
生
土
の
搬
出
に
関
す
る
事
項

４

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
同
項
各
号
に
掲
げ
る

（
新
設
）

事
項
の
確
認
の
結
果
を
記
載
し
た
書
面
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

５

発
注
者
か
ら
直
接
建
設
工
事
を
請
け
負
っ
た
建
設
工
事
事
業
者
は
、
再
生
資
源

（
新
設
）

利
用
促
進
計
画
（
前
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
書
面
を
含
む
。
第
九
項
を
除
き

、
以
下
同
じ
。
）
の
作
成
後
速
や
か
に
、
発
注
者
に
当
該
再
生
資
源
利
用
促
進
計

画
を
提
出
す
る
と
と
も
に
そ
の
内
容
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。

６

第
三
項
の
場
合
に
お
い
て
、
元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
建
設
発
生
土
の
運

（
新
設
）
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搬
を
行
う
者
に
対
し
、
第
二
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
並
び
に
第
三

項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
確
認
の
結
果
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

７

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
又
は
第
三
項
各
号

３

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
変
更
が
生

に
掲
げ
る
事
項
の
確
認
の
結
果
に
つ
い
て
変
更
が
生
じ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
再

じ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
変
更
す
る
も
の
と
し
、
発

生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
変
更
す
る
も
の
と
し
、
発
注
者
か
ら
直
接
建
設
工
事
を

注
者
か
ら
直
接
建
設
工
事
を
請
け
負
っ
た
建
設
工
事
事
業
者
は
、
そ
の
変
更
の
内

請
け
負
っ
た
建
設
工
事
事
業
者
に
あ
っ
て
は
そ
の
変
更
の
内
容
を
発
注
者
に
速
や

容
を
発
注
者
に
速
や
か
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

か
に
報
告
し
、
第
一
項
第
一
号
に
該
当
す
る
指
定
副
産
物
を
工
事
現
場
か
ら
搬
出

す
る
建
設
工
事
を
施
工
す
る
元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
に
あ
っ
て
は
そ
の
変
更
の

内
容
（
第
二
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
並
び
に
第
三
項
各
号
に
掲
げ

る
事
項
の
確
認
の
結
果
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
当
該
指
定
副
産
物
の
運
搬
を

行
う
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

８

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
工
事
現
場
に
お
い
て
、
再
生
資
源
利
用
促
進
計

４

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
を
工
事
現
場
の
見
や

画
を
公
衆
の
見
や
す
い
場
所
に
掲
げ
、
又
は
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
の
内
容
を

す
い
場
所
に
掲
げ
、
又
は
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
の
内
容
を
記
録
し
た
電
磁
的

記
録
し
た
電
磁
的
記
録
を
公
衆
の
見
や
す
い
場
所
に
備
え
置
く
出
力
装
置
の
映
像

記
録
を
当
該
工
事
現
場
の
見
や
す
い
場
所
に
備
え
置
く
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表

面
に
表
示
す
る
方
法
に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
イ

示
す
る
方
法
に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
イ
ン
タ
ー

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
に
よ
り
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

ネ
ッ
ト
の
利
用
に
よ
り
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

９
・

（
略
）

５
・
６

（
略
）

10元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
及
び
そ
の
実
施
状
況

７

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
再
生
資
源
利
用
促
進
計
画
及
び
そ
の
実
施
状
況

11
の
記
録
に
つ
い
て
、
当
該
建
設
工
事
の
完
成
日
か
ら
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
保

の
記
録
に
つ
い
て
、
当
該
建
設
工
事
の
完
成
後
五
年
間
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

存
す
る
も
の
と
す
る
。

第
九
条

（
略
）

第
八
条

（
略
）
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（
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
再
生
資
源
の
利
用
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令

の
一
部
改
正
）

第
二
条

建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
再
生
資
源
の
利
用
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る

省
令
（
平
成
三
年
建
設
省
令
第
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に

二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規

定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応

す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

第
五
条

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
建
設
発
生
土
を
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に

（
新
設
）

よ
り
作
成
し
た
再
生
資
源
利
用
計
画
に
記
載
し
た
搬
入
元
か
ら
搬
入
し
た
と
き
は

、
速
や
か
に
、
当
該
搬
入
元
の
管
理
者
（
当
該
搬
入
元
が
工
事
現
場
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
当
該
工
事
現
場
に
係
る
元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
）
に
対
し
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
受
領
書
（
当
該
事
項
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
（
電

子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に

供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
第
九
条
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
含
む
。
）
を
交

付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

建
設
発
生
土
を
搬
入
し
た
建
設
工
事
の
名
称
及
び
所
在
地

二

建
設
発
生
土
を
搬
入
し
た
建
設
工
事
に
係
る
元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
の
商

号
、
名
称
又
は
氏
名

三

建
設
発
生
土
の
搬
入
元
の
名
称
（
搬
入
元
が
工
事
現
場
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
。
第
九
条
第
二
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び

所
在
地

四

建
設
発
生
土
の
搬
入
量

五

建
設
発
生
土
の
搬
入
が
完
了
し
た
日

（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
利
用
）

（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
利
用
）

第
六
条

（
略
）

第
五
条

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

３

第
四
条
第
二
項
の
規
定
は
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
利
用
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

３

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
利
用
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
七
条
・
第
八
条

（
略
）

第
六
条
・
第
七
条

（
略
）

（
再
生
資
源
利
用
計
画
の
作
成
等
）

（
再
生
資
源
利
用
計
画
の
作
成
等
）

第
九
条

（
略
）

第
八
条

（
略
）
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２

再
生
資
源
利
用
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

２

再
生
資
源
利
用
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

第
十
条
の
規
定
に
よ
り
工
事
現
場
に
置
く
責
任
者
の
氏
名

二

第
九
条
の
規
定
に
よ
り
工
事
現
場
に
置
く
責
任
者
の
氏
名

三
・
四

（
略
）

三
・
四

（
略
）

五

再
生
資
源
の
種
類
ご
と
の
搬
入
元
の
名
称
及
び
所
在
地

五

再
生
資
源
の
種
類
ご
と
の
搬
入
元
の
名
称
（
搬
入
元
が
他
の
工
事
現
場
で
あ

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
）
及
び
所
在
地

六
～
八

（
略
）

六
～
八

（
略
）

３

（
略
）

３

（
略
）

４

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
工
事
現
場
に
お
い
て
、
再
生
資
源
利
用
計
画
を

４

元
請
建
設
工
事
事
業
者
等
は
、
再
生
資
源
利
用
計
画
を
工
事
現
場
の
見
や
す
い

公
衆
の
見
や
す
い
場
所
に
掲
げ
、
又
は
再
生
資
源
利
用
計
画
の
内
容
を
記
録
し
た

場
所
に
掲
げ
、
又
は
再
生
資
源
利
用
計
画
の
内
容
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
を
当

電
磁
的
記
録
を
公
衆
の
見
や
す
い
場
所
に
備
え
置
く
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示

該
工
事
現
場
の
見
や
す
い
場
所
に
備
え
置
く
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
す
る
方

す
る
方
法
に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ

法
に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

ッ
ト
の
利
用
に
よ
り
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

利
用
に
よ
り
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

５
～
７

（
略
）

５
～
７

（
略
）

第
十
条

（
略
）

第
九
条

（
略
）
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附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
令
和
五
年
五
月
二
十
六
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
建

設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ

き
事
項
を
定
め
る
省
令
第
六
条
第
三
項
の
規
定
は
、
令
和
六
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利

用
の
促
進
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
の
規
定
（
第
六
条
第
三
項
の
規
定
を
除
く
。
）

及
び
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
再
生
資
源
の
利
用
に
関
す
る
判
断
の
基

準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
以
後
に
新
た
に
請
負
契
約
を
締
結
す
る
建

設
工
事
に
係
る
建
設
工
事
事
業
者
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
請
負
契
約
を
締
結
し
た
建
設
工
事
に
係
る
建
設
工

事
事
業
者
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
建
設
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
の
指
定
副
産
物
に
係
る
再
生
資
源
の
利
用
の

促
進
に
関
す
る
判
断
の
基
準
と
な
る
べ
き
事
項
を
定
め
る
省
令
第
六
条
第
三
項
の
規
定
は
、
前
条
た
だ
し
書
に
規
定

す
る
規
定
の
施
行
の
日
以
後
に
新
た
に
請
負
契
約
を
締
結
す
る
建
設
工
事
に
係
る
建
設
工
事
事
業
者
に
つ
い
て
適
用

し
、
同
日
前
に
請
負
契
約
を
締
結
し
た
建
設
工
事
に
係
る
建
設
工
事
事
業
者
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
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○
国
土
交
通
省
告
示
第
百
五
十
七
号

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
三
日

国
土
交
通
大
臣

斉
藤

鉄
夫

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
規
程

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章

登
録
（
第
三
条
―
第
九
条
）

第
三
章

業
務
（
第
十
条
―
第
十
六
条
）

第
四
章

監
督
（
第
十
七
条
―
第
十
九
条
）

第
五
章

雑
則
（
第
二
十
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
規
程
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
を
行
う
者
の
登
録
に
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
こ

の
規
程
に
定
め
る
業
務
の
適
正
な
運
営
を
確
保
し
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
の
健
全
な
発
達
を
図
り
、
も
っ
て

tanaka-i2kt
テキストボックス
別紙６
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土
砂
の
再
生
利
用
の
促
進
及
び
適
正
な
処
分
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
」
と
は
、
再
び
搬
出
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
外
部
か
ら
搬
入
さ
れ

た
土
砂
を
一
時
的
に
堆
積
す
る
場
所
を
い
う
。

２

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
」
と
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
運
営
を
行
う
事
業
を
い
う
。

３

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
」
と
は
、
次
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー

ド
運
営
事
業
を
行
う
者
を
い
う
。

第
二
章

登
録

（
登
録
）

第
三
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
を
行
う
者
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
登
録
は
、
五
年
ご
と
に
そ
の
更
新
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
期
間
の
経
過
に
よ
っ
て
、
そ
の
効
力
を
失
う

。
３

前
項
の
更
新
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
期
間
（
以
下
「
登
録
の
有
効
期
間
」
と
い
う
。
）
の
満

了
の
日
ま
で
に
そ
の
申
請
に
対
す
る
登
録
の
実
施
又
は
登
録
を
し
な
い
こ
と
の
決
定
が
さ
れ
な
い
と
き
は
、
従
前
の

登
録
は
、
登
録
の
有
効
期
間
の
満
了
後
も
そ
の
登
録
の
実
施
又
は
登
録
を
し
な
い
こ
と
の
決
定
が
さ
れ
る
ま
で
の
間

は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
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４

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
登
録
の
更
新
が
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
登
録
の
有
効
期
間
は
、
従
前
の
登
録
の
有
効
期

間
の
満
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
す
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
の
申
請
）

第
四
条

前
条
第
一
項
の
登
録
（
以
下
「
登
録
」
と
い
う
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

登
録
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
別
記
様
式
第
一

号
に
よ
る
登
録
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

商
号
又
は
名
称

二

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
及
び
連
絡
先

三

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
等
（
業
務
を
執
行
す
る
社
員
、
取
締
役
、
執
行
役
又
は
こ
れ
ら
に

準
ず
る
者
を
い
い
、
相
談
役
、
顧
問
そ
の
他
い
か
な
る
名
称
を
有
す
る
者
で
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
法
人
に
対
し
業

務
を
執
行
す
る
社
員
、
取
締
役
、
執
行
役
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者
と
同
等
以
上
の
支
配
力
を
有
す
る
も
の
と
認

め
ら
れ
る
者
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
氏
名
及
び
支
配
人
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
氏
名

四

個
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
者
の
氏
名
及
び
支
配
人
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
氏
名

五

未
成
年
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
氏
名

六

事
業
年
度
の
開
始
の
日

七

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
許
可
又
は
登
録
の
有
無
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イ

建
設
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可

ロ

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
七
号
）
第
七
条
第
一
項
若
し
く

は
第
六
項
又
は
第
十
四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
許
可

ハ

建
設
工
事
に
係
る
資
材
の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
号
）
第
二
十
一
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
登
録

八

そ
の
運
営
し
、
又
は
運
営
し
よ
う
と
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
（
次
の
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
第

十
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
最
大
堆
積
可
能
量

イ

次
号
イ
か
ら
ヘ
ま
で
に
掲
げ
る
許
可
、
認
可
又
は
届
出
を
要
す
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
こ
れ
ら
の
許
可
若
し
く

は
認
可
を
受
け
て
い
な
い
も
の
又
は
届
出
が
さ
れ
て
い
な
い
も
の

ロ

第
七
条
第
二
項
第
一
号
、
第
二
号
、
第
五
号
、
第
七
号
又
は
第
九
号
に
掲
げ
る
勧
告
又
は
命
令
を
受
け
、
必

要
な
措
置
を
完
了
し
て
い
な
い
も
の

九

そ
の
運
営
し
、
又
は
運
営
し
よ
う
と
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
（
前
号
ロ
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
お
け

る
土
砂
の
堆
積
そ
の
他
の
行
為
に
つ
い
て
の
次
に
掲
げ
る
許
可
、
認
可
、
認
定
、
認
証
又
は
届
出
（
以
下
「
許
可

等
」
と
い
う
。
）
の
要
否
及
び
有
無

イ

宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
九
十
一
号
）
第
十
二
条
第
一
項
、
第
十
六

条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
又
は
同
法
第
二
十
一
条
第
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一
項
、
第
二
十
七
条
第
一
項
、
第
二
十
八
条
第
一
項
若
し
く
は
第
四
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出

ロ

鉱
業
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
第
六
十
三
条
第
二
項
（
同
法
第
八
十
七
条
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
又
は
第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
認
可

ハ

採
石
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
九
十
一
号
）
第
三
十
三
条
又
は
第
三
十
三
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
認
可

ニ

砂
利
採
取
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
七
十
四
号
）
第
十
六
条
又
は
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可

ホ

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
第
八
条
第
一
項
又
は
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可

ヘ

地
方
公
共
団
体
の
土
砂
の
埋
立
て
等
に
関
す
る
条
例
の
規
定
に
よ
る
許
可
又
は
届
出

ト

地
方
公
共
団
体
に
よ
る
土
質
改
良
プ
ラ
ン
ト
認
定
制
度
に
よ
る
認
定

チ

民
間
団
体
に
よ
る
土
質
改
良
プ
ラ
ン
ト
又
は
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
認
証
制
度
に
よ
る
認
証

十

そ
の
運
営
し
、
又
は
運
営
し
よ
う
と
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
で
取
り
扱
う
土
質
の
区
分
そ
の
他
取
り
扱
う
土
砂

に
関
す
る
情
報

２

前
項
の
登
録
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
（
以
下
「
添
付
書
類
」
と
い
う
。
）
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

た
だ
し
、
前
項
第
七
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
許
可
若
し
く
は
登
録
を
受
け
て
い
る
者
又
は
同
項
第
九
号
ハ
若
し

く
は
ニ
に
掲
げ
る
認
可
を
受
け
て
い
る
者
に
あ
っ
て
は
、
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略

す
る
こ
と
が
で
き
る
。



- 6 -

一

別
記
様
式
第
二
号
に
よ
る
次
条
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
旨
及
び
そ
の
業
務
を
誠
実
に
行
う
旨
を
誓
約

す
る
書
面

二

別
記
様
式
第
三
号
に
よ
る
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
等
を
い
い

、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人

（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
等
）
を
含
む
。
）
及
び
そ
の
支
配
人
の
住
所
、
生
年
月
日
等
に
関

す
る
調
書

三

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
（
業
務
を
執
行
す
る
社
員
、
取
締
役

、
執
行
役
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
い
い
、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能

力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の

役
員
）
を
含
む
。
）
及
び
そ
の
支
配
人
が
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者
に
該
当
し
な
い
旨

の
市
町
村
の
長
の
証
明
書

四

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
登
記
事
項
証
明
書
及
び
定
款

五

個
人
で
あ
る
場
合
（
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
法
定

代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
登
記
事
項
証
明
書

六

前
項
第
七
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
許
可
又
は
登
録
を
受
け
て
い
る
者
に
あ
っ
て
は
、
当
該
許
可
又
は
登
録

を
受
け
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
の
写
し
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七

前
項
第
九
号
イ
か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る
許
可
、
認
可
、
認
定
若
し
く
は
認
証
を
受
け
、
又
は
届
出
を
し
て
い
る

者
に
あ
っ
て
は
、
当
該
許
可
、
認
可
、
認
定
若
し
く
は
認
証
を
受
け
、
又
は
届
出
を
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書

面
の
写
し

八

既
に
運
営
し
て
い
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
が
あ
る
と
き
は
、
別
記
様
式
第
四
号
に
よ
る
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
に

お
け
る
過
去
一
年
間
の
土
砂
の
搬
入
量
及
び
搬
入
元
並
び
に
搬
出
量
及
び
搬
出
先
を
記
載
し
た
書
類

３

登
録
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
登
録
の
有
効
期
間
の
満
了
の
日
の
百
八
十
日
前
の
日
か
ら
四
十
二
日
前

の
日
ま
で
に
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
申
請
書
の
提
出
を
行
う
も
の
と
す
る
。

（
登
録
の
拒
否
）

第
五
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
の
申
請
を
し
た
者
（
次
条
第
二
項
及
び
第
三
項
に
お

い
て
「
登
録
申
請
者
」
と
い
う
。
）
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
、
又
は
前
条
第
一
項
の
登
録
申
請

書
若
し
く
は
添
付
書
類
の
う
ち
に
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
が
あ
り
、
若
し
く
は
重
要
な
事
実
の
記
載
が

欠
け
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
拒
否
す
る
も
の
と
す
る
。

一

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者

二

第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
各
号
（
第
四
号
を
除
く
。
）
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
登
録
を
取
り
消

さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
当
該
登
録
を
取
り
消
さ
れ
た
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に

お
い
て
は
、
当
該
取
消
し
の
日
の
三
十
日
前
ま
で
当
該
法
人
の
役
員
等
で
あ
っ
た
者
で
当
該
取
消
し
の
日
か
ら
五
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年
を
経
過
し
な
い
も
の
を
含
む
。
）

三

禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
刑
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
刑
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日

か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者

四

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
七
号
）
の
規
定
（
同
法
第

三
十
二
条
の
三
第
七
項
の
規
定
を
除
く
。
）
に
違
反
し
、
若
し
く
は
刑
法
（
明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号
）
若

し
く
は
暴
力
行
為
等
処
罰
に
関
す
る
法
律
（
大
正
十
五
年
法
律
第
六
十
号
）
の
罪
を
犯
し
、
罰
金
の
刑
に
処
せ
ら

れ
、
そ
の
刑
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
刑
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者

五

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
六
号
に
掲
げ
る
暴
力
団
員
又
は
同
号
に
掲

げ
る
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
以
下
「
暴
力
団
員
等
」
と
い
う
。
）

六

精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
を
適
正
に
行
う
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及

び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

七

営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
そ
の
法
定
代
理
人
が
前
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
も
の

八

法
人
で
そ
の
役
員
等
又
は
支
配
人
の
う
ち
に
第
一
号
か
ら
第
六
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
あ
る
も

の
九

個
人
で
そ
の
支
配
人
の
う
ち
に
第
一
号
か
ら
第
六
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
あ
る
も
の
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十

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
に
関
し
不
正
又
は
不
誠
実
な
行
為
を
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
と
認
め
る
に
足
り
る
相

当
の
理
由
が
あ
る
者

十
一

暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
者

十
二

暴
力
団
員
等
を
そ
の
業
務
に
従
事
さ
せ
、
又
は
そ
の
業
務
の
補
助
者
と
し
て
使
用
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
者

（
登
録
の
実
施
及
び
公
表
）

第
六
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
り

登
録
を
拒
否
す
る
場
合
を
除
き
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
簿
に
登
録
を
す
る
も
の

と
す
る
。

一

第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

二

登
録
年
月
日
、
登
録
の
有
効
期
間
及
び
登
録
番
号

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
登
録
申
請
者
に
通
知
す

る
も
の
と
す
る
。

３

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
拒
否
す
る
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
理
由
を
示
し
て
、
そ
の

旨
を
登
録
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

４

国
土
交
通
大
臣
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
簿
（
第
四
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
（
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
あ
っ
て
は
、
支
配
人
の
氏
名
に
限
る
。
）
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
を
一
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般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
管
理
状
況
年
報
の
報
告
等
）

第
七
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
毎
事
業
年
度
の
終
了
後
三
月
以
内
に
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー

ド
に
お
け
る
土
砂
の
管
理
状
況
を
別
記
様
式
第
五
号
に
よ
り
国
土
交
通
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
又
は
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

に
お
け
る
土
砂
の
堆
積
そ
の
他
の
行
為
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
不
利
益
処
分
（
行
政
手
続
法
（
平
成
五
年
法
律
第
八

十
八
号
）
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
十
八
条
第
一
項
第
四
号
に
お
い

て
同
じ
。
）
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
不
利
益
処
分
に
係
る
同
法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
あ
っ
た

日
か
ら
七
日
以
内
に
そ
の
旨
を
国
土
交
通
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
第
二
十
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
、
第
二
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第

二
項
、
第
三
十
九
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
又
は
第
四
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令

二

宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
第
二
十
二
条
第
二
項
又
は
第
四
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
勧
告

三

宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
第
二
十
条
第
一
項
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
取
消

し
四

鉱
業
法
第
八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
租
鉱
権
の
取
消
し

五

採
石
法
第
三
十
三
条
の
十
三
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
第
三
十
三
条
の
十
七
の
規
定
に
よ
る
命
令
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六

採
石
法
第
三
十
三
条
の
十
二
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
取
消
し

七

砂
利
採
取
法
第
二
十
三
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令

八

砂
利
採
取
法
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
取
消
し

九

地
方
公
共
団
体
の
土
砂
の
埋
立
て
等
に
関
す
る
条
例
の
規
定
に
よ
る
災
害
の
発
生
の
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な

措
置
の
実
施
、
堆
積
さ
れ
た
土
砂
の
撤
去
、
土
砂
の
堆
積
の
停
止
等
に
関
す
る
勧
告
又
は
命
令

十

地
方
公
共
団
体
の
土
砂
の
埋
立
て
等
に
関
す
る
条
例
の
規
定
に
よ
る
許
可
等
の
取
消
し

（
変
更
の
届
出
）

第
八
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の

日
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
そ
の
旨
を
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
り
国
土
交
通
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
届
出
に
係
る
事
項
が
第
五
条
各
号
に
掲

げ
る
事
項
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
、
当
該
事
項
を
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
簿
に
記
載
し

て
、
変
更
の
登
録
を
し
、
そ
の
旨
を
届
出
を
し
た
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
廃
業
等
の
届
出
）

第
九
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
当
該
各
号
に
定

め
る
者
は
、
そ
の
日
（
第
一
号
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
事
実
を
知
っ
た
日
）
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
別
記
様
式

第
六
号
に
よ
り
そ
の
旨
を
国
土
交
通
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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一

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
で
あ
る
個
人
が
死
亡
し
た
場
合

相
続
人

二

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
で
あ
る
法
人
が
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
場
合

そ
の
法
人
の
役
員
で
あ
っ
た
者

三

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
場
合

破
産
管
財
人

四

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
で
あ
る
法
人
が
合
併
及
び
破
産
手
続
開
始
の
決
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
解
散
し

た
場
合

清
算
人

五

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
を
廃
止
し
た
場
合

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
で
あ
っ
た
個
人
又
は
ス
ト
ッ

ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
で
あ
っ
た
法
人
の
役
員

２

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
前
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
登
録
は
、
そ
の
効
力

を
失
う
。

第
三
章

業
務

（
土
砂
の
搬
出
先
に
関
す
る
事
項
の
確
認
等
）

第
十
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
土
砂
を
搬
出
し
よ
う
と
す
る
と

き
（
そ
の
搬
出
を
他
の
者
に
委
託
し
て
行
お
う
と
す
る
場
合
を
含
む
。
）
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

事
項
を
確
認
し
、
そ
の
結
果
を
記
載
し
た
書
面
（
そ
の
作
成
に
代
え
て
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式

そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用

に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
作
成
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
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）
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

一

搬
出
先
に
お
け
る
土
砂
の
堆
積
そ
の
他
の
行
為
が
宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
第
十
二
条
第
一
項
、
第

十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
一
項
又
は
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
要
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

、
当
該
許
可
を
受
け
て
い
る
こ
と

二

搬
出
先
に
お
け
る
土
砂
の
堆
積
そ
の
他
の
行
為
が
宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
第
二
十
一
条
第
一
項
、

第
二
十
七
条
第
一
項
、
第
二
十
八
条
第
一
項
又
は
第
四
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
要
す
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
当
該
届
出
が
さ
れ
て
い
る
こ
と

三

前
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
搬
出
先
が
適
正
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項

２

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
の
土
砂
の
搬
出
を
他
の
者
に
委
託
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
者
に
対
し
、
搬
出
先
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
前
項
の
規
定
に
よ
る
確
認
の
結
果
を

通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

３

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
土
砂
の
搬
出
を
委
託
し
た
者
に
対
し
支
払
う
代
金
に
、
土
砂
の
運
搬
費
そ
の

他
の
土
砂
の
処
理
に
要
す
る
経
費
を
適
切
に
反
映
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
受
領
書
の
交
付
等
）

第
十
一
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
に
土
砂
が
搬
入
さ
れ
た
と
き
は
、

当
該
土
砂
の
搬
入
元
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
受
領
書
（
当
該
事
項
を
記
載
し
た
電
磁
的
記
録
を
含
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む
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
十
四
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

土
砂
を
搬
入
し
た
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
名
称
及
び
所
在
地

二

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
の
商
号
又
は
名
称
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
の
氏
名
）

三

土
砂
の
搬
入
元
の
名
称
（
搬
入
元
が
工
事
現
場
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
）
及
び
所
在
地

四

土
砂
の
搬
入
量

五

土
砂
の
搬
入
が
完
了
し
た
日

２

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
土
砂
を
搬
出
し
た
と
き
は
、
当
該
土

砂
の
搬
出
先
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
受
領
書
の
交
付
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

一

搬
出
先
の
名
称
（
搬
出
先
が
工
事
現
場
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
建
設
工
事
の
名
称
）
及
び
所
在
地

二

搬
出
先
の
管
理
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

三

土
砂
を
搬
出
し
た
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
名
称
及
び
所
在
地

四

土
砂
の
搬
出
量

五

土
砂
の
搬
出
先
へ
の
搬
出
が
完
了
し
た
日

３

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
求
め
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
搬
出
先
か
ら

受
領
書
の
交
付
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
受
領
書
に
記
載
さ
れ
た
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
が
前
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
り
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
確
認
し
た
搬
出
先
の
名
称
及
び
所
在
地
と
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
も
の
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と
す
る
。

４

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
搬
出
し
た
土
砂
が
前
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
り
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
確
認
し
た
搬
出
先
（
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
搬
出
先
を

除
く
。
）
か
ら
他
の
搬
出
先
へ
搬
出
さ
れ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
他
の
搬
出
先
へ
の
搬
出
に
関
す
る
第
二
項

各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。
当
該
土
砂
が
更
に
他
の
搬
出
先
へ
搬
出
さ
れ
た

と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

一

国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
管
理
す
る
場
所
そ
の
他
の
公
共
性
の
あ
る
場
所

二

土
砂
を
利
用
し
よ
う
と
す
る
他
の
工
事
現
場
又
は
当
該
他
の
工
事
現
場
で
利
用
す
る
た
め
に
土
砂
を
一
時
的
に

堆
積
す
る
当
該
他
の
工
事
現
場
に
近
接
し
た
場
所

三

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

（
土
砂
の
搬
入
及
び
搬
出
の
管
理
）

第
十
二
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
土
砂
の
搬
入
及
び
搬
出
に
あ
た
り
、
搬
入
元
又
は
搬
出
先
ご
と
に
、

土
砂
の
搬
入
量
又
は
搬
出
量
を
管
理
し
、
記
録
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
法
令
の
遵
守
）

第
十
三
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
自
ら
法
令
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー

ド
に
土
砂
を
搬
入
し
、
又
は
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
土
砂
を
搬
出
す
る
者
に
対
し
、
土
砂
の
搬
入
又
は
搬
出
に
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使
用
す
る
車
両
に
お
い
て
過
積
載
を
行
わ
な
い
よ
う
周
知
す
る
と
と
も
に
、
土
砂
の
搬
入
又
は
搬
出
に
関
す
る
法
令

を
遵
守
す
る
よ
う
指
導
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
記
録
等
の
保
存
）

第
十
四
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
第
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
、
第
十
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
確
認
の
結
果
、
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
土
砂
の
搬
入
元
に
対

し
て
交
付
し
た
受
領
書
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
求
め
を
行
っ
た
場
合
に
土
砂
の
搬
出
先
か
ら
交
付
を

受
け
た
受
領
書
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
書
面
並
び
に
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
記
録
（

以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
記
録
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
そ
の
写
し
を
記
録
等
の
作
成
後
五
年
間
保

存
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
記
録
等
の
閲
覧
又
は
謄
写
の
請
求
）

第
十
五
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
に
土
砂
を
搬
入
し
た
者
若
し
く
は
搬
入
し

よ
う
と
す
る
者
又
は
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
か
ら
土
砂
を
搬
出
し
た
者
若
し
く
は
搬
出
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
に
対
し
、
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
作
成
し
た
記
録
等
の
閲
覧
又
は
謄

写
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
個
人
情
報
の
保

護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
個
人
情
報
に
係
る
部
分
を
除
き

、
当
該
請
求
を
拒
む
こ
と
が
で
き
な
い
。
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（
標
識
の
掲
示
）

第
十
六
条

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
は
、
そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
ご
と
に
、
公
衆
の
見
や
す
い
場
所

に
、
別
記
様
式
第
七
号
に
よ
る
標
識
を
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

２

登
録
を
受
け
て
い
な
い
者
は
、
前
項
の
標
識
又
は
こ
れ
に
類
似
す
る
標
識
を
掲
げ
て
は
な
ら
な
い
。

第
四
章

監
督

（
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
に
対
す
る
勧
告
等
）

第
十
七
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い

て
は
、
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
に
対
し
、
そ
の
業
務
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
、
必
要
な
勧
告

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

第
十
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き

二

業
務
に
関
し
、
不
正
又
は
不
誠
実
な
行
為
を
し
た
と
き

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
勧
告
を
受
け
た
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
そ
の
勧
告
に
従
わ
な
い
と
き
は
、

そ
の
旨
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
一
項
の
勧
告
を
行
う
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営

事
業
者
に
対
し
て
、
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
登
録
の
取
消
し
）
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第
十
八
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い

て
は
、
登
録
を
取
り
消
す
も
の
と
す
る
。

一

第
五
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
又
は
登
録
の
時
点
に
お
い
て
同
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に

該
当
し
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
と
き

二

不
正
な
手
段
に
よ
り
登
録
を
受
け
た
と
き

三

正
当
な
理
由
な
く
第
七
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き

四

そ
の
運
営
す
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
に
つ
い
て
第
七
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
不
利
益
処
分
を
受
け
、
そ
の
内
容

に
よ
り
、
第
十
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
に
規
定
す
る
業
務
を
適
正
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
と
き

五

当
該
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
が
行
う
土
砂
の
堆
積
そ
の
他
の
行
為
に
よ
っ
て
災
害
の
発
生
又
は
生
活
保

全
上
の
支
障
を
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き

六

前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
国
土
交
通
大
臣
の
求
め
に
対
し
、
正
当
な
理
由
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
又
は
虚
偽

の
報
告
若
し
く
は
資
料
の
提
出
を
し
た
と
き

七

前
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
情
状
が
特
に
重
い
と
き
、
又
は
同
項
の
勧
告
に
従
わ
な
か
っ
た
と
き

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
取
り
消
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

３

第
六
条
第
二
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
取
消
し
が
あ
っ
た
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
登
録
の
抹
消
）
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第
十
九
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
に
つ
い
て
第
三
条
第
二
項
若
し
く
は
第
九
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
登
録
が
効
力
を
失
っ
た
と
き
、
又
は
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
取
り
消
し
た
と
き
は
、
当

該
登
録
を
抹
消
す
る
も
の
と
す
る
。

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
抹
消
し
た
と
き
は
、
登
録
を
抹
消
し
た
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営

事
業
者
に
係
る
第
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
営
事
業
者
登
録
簿
か
ら
抹
消
記
録
簿
へ

移
す
と
と
も
に
、
当
該
抹
消
記
録
簿
を
登
録
の
抹
消
後
五
年
間
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

第
五
章

雑
則

（
権
限
の
委
任
）

第
二
十
条

こ
の
規
程
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
は
、
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
又
は
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

運
営
事
業
者
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
地
方
整
備
局
長
及
び
北
海
道
開
発
局
長
に
委
任
す
る
。
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附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
五
年
五
月
二
十
六
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
一
条
第
四
項
の
規
定
は
、
令
和
六
年
六

月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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「資源有効利用促進法」を知っていますか？
「資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律」では、建設工事の発注者及び受注

者に建設副産物の発生抑制と再利用の促進に努めることを求めています。

（１）発注者、事業者の責務（発注者、元請及び下請企業）
原材料の使用の合理化や再生資源の利用に努める
・資源有効利用促進法では発注者及び受注者に対して、原材料の使用の合理化や再生資源の利用に
努めることを求めています。

（２）契約の際に実施すること（元請及び下請企業）
指定副産物の処理に要する経費の見積りを適切に行う
・元請及び下請企業は、請負契約を締結するに際して、運搬費その他指定副産物の処理に要する経費
の見積りを適切に行うよう努めることとなっています。

（３）施工前に実施すること（元請企業）
再生資源利用促進計画・再生資源利用計画（以下、計画）の作成等
・元請企業は一定規模以上※１の工事を施工する場合、計画（確認結果票※２を含む(以下、同じ)）
を作成し、発注者へ提出、説明のうえ工事現場の公衆の見えやすい場所へ掲示することとなっています。

・元請企業は建設発生土を搬出する場合、確認結果票を作成することとなっています。
①建設発生土の搬出先が盛土規制法の許可地であるなど適正であることの確認
②発注者等が行った土壌汚染対策法等の手続状況等の確認(発注者等は元請企業に手続状況を説明)
・また、作成した計画を運送事業者に通知することとなっています。
・なお、工事現場において責任者を置くことにより管理体制を整備し同計画の事務を適切に行うことと
なっています。

（４）建設発生土の搬出後又は受入後に実施すること（元請企業）
１）搬出先の受領書の確認及び保管等
・元請企業は、建設発生土を搬出先へ搬出したときは、速やかに搬出先の管理者に受領書の交付を求め搬
出先が計画と一致することを確認するとともに、受領書の写しを保存※３することとなっています。
２）建設発生土の受入後の受領書交付
・元請企業は、建設発生土を他の建設工事やストックヤードから受入れたときは、搬入元に受領書を交付
することとなっています。

（５）建設工事の竣工後に実施すること（元請企業）
１）計画の実施状況の記録・保存等
・元請企業は、計画の実施状況を把握して記録、保存※３し、
また、発注者から請求があったときは、計画の実施状況を発注者に報告することとなっています。
２）建設発生土の最終搬出先の記録の作成・保存
・元請企業は建設発生土が計画に記載した搬出先（次の①から④を除く）から他の搬出先へ搬出された
ときは、速やかに当該搬出先の搬出先の名称や所在地、搬出量等を記載した書面※４を作成し、保存※３
することとなっており、更に他の搬出先へ搬出されたときも同様となっています。
①国又は地方公共団体が管理する場所（当該管理者が受領書を交付するもの）
②他の建設現場で利用する場合
③ストックヤード運営事業者登録規程により国に登録されたストックヤード
④土砂処分場（盛土利用等し再搬出しないもの）

（令和５年３月版）不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

○政省令の一部改正（第一弾） (公布：R４.９.２／施行：R５.１.１)
○省令の一部改正（第二弾） (公布：R５.３.３／施行 R５.５.２６（（５）２）はR６.６.１施行） 【 下線部 が第二弾改正点】

施行日以降に新たに契約した公共及び民間建設工事が対象

※3 保存期間は、建設工事の完了日から５年間



計画を作成しなければならない工事 計画に定める内容

次のような指定副産物を搬出する工事
１．土砂 …… ５００m３以上

（改正前は1,000m３）

２．Co塊
As塊 …… 合計２００ｔ以上
建設発生木材

１．指定副産物の種類ごとの搬出量

２．指定副産物の種類ごとの再資源化施設又は他の工事
現場等への搬出量

３．その他、建設副産物に係る再生資源の利用の促進に
関する事項

計画を作成しなければならない工事 計画に定める内容

次のような建設資材を搬入する工事
１．土砂 …… ５００m３ 以上

（改正前は1,000m３）

２．砕石 …… ５００ｔ 以上
３．加熱アスファルト混合物…… ２００ｔ 以上

１．建設資材ごとの利用量
２．利用量のうち再生資源の種類ごとの利用量
３．その他、再生資源の利用に関する事項

《再生資源利用促進計画（建設副産物を搬出する際の計画）》

《再生資源利用計画（再生資材を利用する際の計画）》

※１ 計画の作成を要する一定規模以上の工事

不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

以下の参考様式は国土交通省のホームページを参照ください。
※２ 計画書及び確認結果票
※４ 建設発生土の最終搬出までの搬出先の名称や所在地等を記載した書面

「建設発生土の搬出先計画制度」で検索 （令和５年３月末公開予定）
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugy
o_const_fr1_000001_00041.html



不動産・建設経済局 建設業課（℡：03-5253-8111）

〇登録申請可能なストックヤードの種類等
登録可能なストックヤードは、再び搬出することを目的に、外部から搬出された土砂を一時的に
堆積する場所であって、ストックヤード及び土質改良プラント、自社の資材置き場等が含まれま
す。なお、営利・非営利の別は問いません。

○ストックヤードを国に登録するメリット
・資源有効利用促進法省令では、元請業者は500㎥以上の土砂を搬出する建設工事において、計画
を作成することとしています。元請業者は搬出計画を作成した場合は、最終搬出先まで確認する
ことが義務付けられます。その為、元請業者は、土砂が混合しないよう搬入元別に区分管理する
非登録ストックヤードか、登録ストックヤードのいずれかを選択する必要があります。
登録ストックヤードは最終搬出先までの確認主体となるため、搬入元別に土砂を区分管理する必
要がありません。

○登録ストックヤード運営事業者の業務
・ストックヤードから土砂を搬出する場合、事前に搬出先が盛土規制法の許可地であるか等を確認
した書面を作成、また、搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認
・上記搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③④の場合を除く）には、
最終搬出先までの搬出先を確認した書面を作成
①国又は地方公共団体が管理する場所
②他工事利用の場合であって当該建設工事の現場等
③登録ストックヤード
④土砂処分場（再搬出を前提としないもの）
・ストックヤードの土砂の搬出入管理及び記録の保存を行い、事業年度ごとに管理状況年報を国に
報告 等

○ストックヤード運営事業者の登録申請方法
電子メールにて管轄の地方整備局等へ申請ください。
【申請様式及び申請先については国土交通省のホームページを参照】※令和５年３月末公開予定

「ストックヤード運営事業者登録制度」で検索
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_000001_00042.html

ストックヤードの登録制度をご利用ください
建設発生土の適正処理の観点から資源有効利用促進法省令改正（令和５年３月３

日公布）と連携し、一定の要件を満たすストックヤード運営事業者を国に登録する
制度を創設しました。これにより、優良なストックヤード運営事業者を育成し、建
設発生土の適正処理及びリサイクルを推進します。

元
請

・最終処分
・リサイクル登録ストックヤード受領書

・最終処分
・リサイクル

非登録ストックヤード

盛
土
規
制
法
許
可
等

の
確
認

元請が最終搬出先まで確認

・指定利用等
・受領書

受領書 受領書

ストックヤードを経由した場合の建設発生土の最終搬出先確認主体

元請の搬出先確認 登録ストックヤードが搬出先を確認し、国に管理状況年報を報告

○登録制度（R5.5.26受付開始）
○元請の最終搬出先確認義務（R6.6.1施行）


